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島　 一
則

1． 本稿の 課題 と構成

　経済の 高度成長を背景に ，
1960年代 に は高等教育の 量的拡大が急速 に すすん だ 。 大

学 へ の志願率 ・進学率 は 1960年の 9，8％ ・8．2％か ら1970年の 18．4％ ・17．0％ に まで 急

速 に 増加 し， 1973年の 第一次オイ ル シ ョ ッ ク に よ り経済が低成長期に は い っ た後 も，

1976年 まで上昇を続けた。

　 こ の よ うな 1960年代か ら70年代半ばにか けて 生 じた高等教育の 拡大は ， 二 っ の 特徴

を持 っ て い た 。

一
っ はそれが 大都市圏中心 に な され た こ とで あ り， もう一

っ は そ の 担

い 手が主 に私立セ ク タ
ー

で あ っ た こ とで ある 。 そ して これ らの こ とと平行 して ，大学

進学機会 （大学志願率 ・進学率）の 地域間格差ω の 拡大 ， 大学進学に と もな う若年者の

地方か らの 流 出， 大都市圏 へ の 流入超過 ， そ して 大都市圏の 私大で の 教育水準の 低下

な どの 問題が生 じた 。 っ まり高等教育 の拡大が大都市圏中心 になされたた め に，大学

進学機会 の地域間格差 の拡大が すすみ ， 若年者 は地方を離れ大都市圏の 大学へ 集 中 し

た 。 また その 拡大 の 担 い 手で ある私立 セ クター
で は ， 入学者数の 水増 しに よ る教育水

準の 低下が生 じた の で あ る 。

　 こ う した状況の もとで ， 1976年 に戦後初め て の 高等教育計画 と され る 「昭和50年代

前期高等教育計画」が高等教育懇談会 に よ っ て と りま とめ られ た 。 そ して こ の 計画の

中で 政策的な 方針の 一
つ と して

， 大学の 地方分散政策〔21 （以 下 「分散政策」）が示 され

た 。 こ の 分散政策 に は： つ の 政策的意図が あ っ た 。

一
つ は地方か らの 若年人 口 の 流 出

と大都市圏 へ の流入の抑制 とい う人口 ・労働力政策的な意図で あ り， も う一
っ は大学
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進学機会の 地域 間格差 （以下 「教育格差」）の 是正 とい う教育政策的意図で あ っ た 。

　この よ うな二 っ の 政策的意図を もっ 分散政策は ， そ の 後の 「昭和50年代後期高等教

育計画」（1979年）， 「昭和61年度以 降の高等教育の 計画的整備 に つ い て 」（1984年）「平

成 5 年度以降の 高等教育計画の 量的整備 に つ い て 」（1991年）に お い て も保持され て い

た 。 しか し 「昭和61年度以 降の 高等教育の 計画的整備に っ い て 」で は ， 1986年以降の

18歳人口 の 急増に対応 して ， 臨時 も含 あた定員増が大都市圏を中心 に行わ れ，「平成 5

年度以降の 高等教育計画の量的整備 に つ い て」で は ， その 量的な計画が きわ め て あ ら

く， 分散政策の 実質的な意味が ほ とん ど失わ れて い た 。 そ して 現在 ， 大都市 圏で の 大

学収容者数抑制 の 見直 しが議論 され，分散政策そ の もの の 存廃が 検討されて い る。

　 しか しな が ら， こ う した政策 レ ベ ル で の 議論を詳 しく検討す ると ， 実際に過去 20年

間に 大学の 地方分散 （以 下 「地方分散」）が どの よ うな形で 進ん で きたの か，また分散

政策は教育格差の 是正 （教育政策的意図）や 若年者の 地域間移動 （人口 ・労働力政策

的意図）に どの よ うな影響を与え た の か
，

な どの 点に つ い て の 議論が十分に は な され

て きて い な い こ とが わか る。

　そ こ で本稿 で は ， 分散政策 の もとで ， 地方分散が どの よ うに 進ん だ の か， また 分散

政策は教育格差 の 是正 に対 して ，どの よ うな 効果を も っ たの かを検討す る。 そ して分

析結果か ら，分散政策の 見直 しを め ぐる議論に対 して ， なん らか の イ ン プ リケ ーシ ョ

ン を得 る こ とを その 課題 とす る 。

　本稿 の以下 の 構成 は次 の 通 りで あ る。
つ づ く第 2節で は ， 大学進路選択 に 及ぼす分

散政策の 影響に つ い て 扱 っ た 先行研究の 知見 と分析上の 問題点を ま とめ る 。 第 3 節で

は ， 分析上の 指標 と して 地方分散に っ い て は 各都道府県の 大学収容率 （以下収容率）
〔3）

を，教育格差の是正 に関 して は大学志願率 （以 下志願率）
（4）を もち い て ， 時系列的な変

動を把握す る 。 そ して 第 4 節で ， 両指標の 変動か ら， 分散政策が教育格差 の 是正 に影

響を及ぼ した の か ど うか を統計的な手法 （重回帰分析）を用 い て 分析 する 。 最後 に第

5節で 分散政策の 見直 しの 議論に 対 して ， 本稿か ら得 られ た知見 に基 づ く若干の 政策

的含意 に っ い て 述 べ る。

2． 先行研究 の 整理 と本研究 の 視点

　分散政策が 高校生 の進路選択 に お よ ぼ す影響を直接的 に 扱 っ た研究 と して は，潮木

（1984）， 牟田 （1986 ，
1988

，
1994）． 田中 （1989）， 浦田 （1989）な どが あ げられ る。 ま

た友 田 （1970）， 山本 （1979）， 天野他 （1983）， 天野他 （1988）は，進路選択の 規定要

因分析 とい うテ
ーマ の 下 で ， 収容率を説明変数 と して 取 り上 げて 分析 を行 っ て い る。
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　　　　　昭和50年代前期高等教育計画以降の地方分散政策 とその 見直 しをめ ぐ っ て

　こ れ らの 研究
c5）の 多 くは，単年度 の 各県 の志願 （進学）率 を ， 当該県の家計所得や ホ

ワ イ トカ ラ
ー
比率 ， 収容率 な どの 変数に よ っ て 説明 し， 47都道府県の デ ータか ら変数

間の 関係 を明 らか に す る もの で あ っ た。
っ ま り統計的な表現で い えば ， 単年度の ク ロ

ス セ ク シ ョ ナ ル な デ
ー

タ に もとつ く重回帰分析に よる研究 とい うこ とに な る 。 これ ら

の 先行研究で は，家計所得 や ホ ワ イ トカ ラ
ー
比率な どの 社会経済的な変数 を コ ン ト

ロ
ール する と ， 収容率は志願 （進学）率に 有意 な影響を及ぼ さな い ， も しくはそ の影

響は非常に小 さい とい われて きた
〔6）

。

　 しか し， 以上の 分析の 知見は ， よ り詳細に述 べ る と 「収容率の 大 きな県で は志願 （進

学）率が高 く，収容率の 小 さな県で は志願 （進学）率が低い とは統計的に はい えない」

とい うこ とで あ る。 その ため，あ る県 の 収容率を拡大 （もし くは抑制） した とき ， そ

の 県の 志願 （進学）率が 「時系列的に」 どの よ うに変化す るか とい う問題 とは異な っ

て い る
〔7［

。 具体的に い えば ， 収容率の 高い東京で は志願 （進学）率が高く， 収容率の 低

い 青森で は志願 （進学）率が低い とい う関係 が， すべ て の 県 に っ い て 成 り立 つ か ど う

か とい う問題 と ， 1976年か ら1986年に か けて の 東京の 収容率の 大 幅な減少 と， 志願

（進学）率の 減少との 間に関係が ある の か ど うか とい う問題は ， 異な る とい う こ とで あ

る。 それ ゆえ に分散政策の 目的が ， 各県の 収容率を調整す る こ とに よ りそ の 県 の志願

（進学）率を コ ン トロ
ー

ル する こ とで ある な ら （言 い 換えれ ば ， 東京な ど大都市圏で は

収容率 を抑制す る こ とに よ り， その 志願 （進学）率を抑制 し， 青森な どの 地方で 収容

率を高め る こ とに よ り， そ の志願 （進学）率 を拡大す る こ とで あ るな ら）， 収容率 と志

願率 との 「時系列的な」共変関係が注 目され なけれ ばな らな い と考え られ る。

　また志願 （進学）率の 規定要因分析 を時系列的な視点 か ら行 っ た研究 と して は ， 矢

野 （1984），荒井 （1991），中村 （1992）， 丸山 （1992）な どが あげ られ る。 しか しこ れ

らの 研究は ， 矢野 をの ぞ い て 収容率の 問題を そ の 分析に 取 り入れて い ない 〔8｝
。

さ らに

矢野の 分析を含め て
，

こ れ らの 時系列的な視点か らの 研究に は共通 した問題点 が あ

る 。 それ は潮木他 （1982） も指摘 して い る よ うに ， 1976年以 降の 志願 （進学）率の 変

動は，大都市圏 と地方で は大 き く異な っ て い る とい うこ とを考慮 し て い な い点で あ

る 。
っ ま りこ れ らの 研究で は，全 国を そ の 単位 と して 分析が な さ れ て お り， 地域 に

よ っ て 異な る志願 （進学 ）率 の 変動が ア グ リゲー
トされ て しま っ て い る 。

こ の こ とに

よ り地域 ご と の 志願 （進学）率 を規定す る要因 ， も し くはそ の 規定 力の 違 い が 見 逃 さ

れて しま うの で ある 。

　 そ こ で 本稿で は，収容率 と志願率の 変動を時系列的な視点か ら把握 する 。 そ の 上で

分散政策が 教育格差の 是正に対 して どの よ うな効果 を も っ た の か に つ い て ， 大都市圏

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 129
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と地方に 分 けて分析を行う。

3， 地方分散の 進展 と教育格差の 是正状況

　分散政策 自体の 歴史的な変遷 に関 して は ， 藤原 （1981）や 小林 （1988）， 塚原 ・牧野

（1989），黒羽 （1992）な どで 詳細 な分析が行わ れて い る 。 そ こで 本節で は ， まず収容

率を分析上の 指標 と して 地方分散の 進展状況 を ， 次に志願率を指標 と して教育格差 の

是正状況 を ， それぞ れ時系列的に把握す る。

（1＞ 地方分散の 進展状況

　地方分散の 進展状況 を は か る
一

っ の 指標 と して 収容率の 標準偏差〔9庵 用 い る 。 こ の

値 の 時系列的変動をみ る と， 1976年以降1986年まで
一

貫 して 減少 し， そ の 後再 び増加

傾 向に転 じて い る こ とが わか る （図 1）。 しか しなが ら， 以 上の ア グ リゲ
ー

トされ た値

か らは，都道府県 ごとの変動が つ か め ない
。 そ こで 1976年 ，

1986年 ，
1993年の 3 時点

を取 り上 げ， 県単位の 収容率の 変動か ら地方分散の 進展状況を み て い く（図 2 ・図 3）。

驫 髏

　図 2 は横軸 に 1976年 ， 縦軸に 1986年 の 各県 の収容率 を と っ た分布図で あ る。
こ の 分

布図の 見方を簡単に説明する。 まず破線に よ る斜線 で あ るが ， これ は二 時点間で 収容

率が 同 じ値で あ る こ とを示す直線で あ る 。 こ の斜線 よ り左 上 に点が プ ロ ッ トされて い

れ ば ， 二 時点間で その 県の 収容率 は増加 して お り， 逆 に右下 に プ ロ ッ トされて い れば ，

そ の 県の 収容率は減少 して い る こ とに な る。

　次 に ，図中に か かれ て い る横線 ・縦線 は ， そ れ ぞれ の 年の 最大値 ・最小値か ら対応
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昭和50年代前期高等教育計画以降の 地方分散政策とをの 見直 しをめ ぐっ て
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す る軸と垂直に 交わ る直線を引い た もの で ある 。 こ の 四 つ の 直線に囲 まれて で きた 長

方形 が横長で あれ ば ，
二 時点間で レ ン ジaaが減少 し， 縦長で あれ ば レ ン ジが 増加 して

い る こ とに な る 。 以 下で は こ の レ ン ジを地方分散 の 進展状況を はか る 二 っ 目の 指標 と

す る 。

　また図中に 引かれ て い る実線に よ る斜線で あ るが ， これは分布を もっ と もよ く表す

直線 （単回帰 直線即 で あ る
。

こ の 直線の 傾 き （回帰係数）が 1 よ り小 さい と言 うこ と

は ， 収容率が低い 県で の 収容率の 増加 が，収容率の 高い 県で の 増加 よ りも相対的に大

きか っ た こ と“zを意味す る。 逆 に こ の 傾 き （回帰係数）が 1 よ り大 きい とい うこ とは
，

収容率が高 い県 で の 収容率の 増加が ， 収容率の 低い 県で の 増加 よ りも相対的に大 き

か っ た こ とを意味する 。 以下で はこ の 傾きを地方分散の 進展状況 をはか る三 つ 目の 指

標 とする 。

　以 上 の こ と を ふ ま え て 図 2 を み る と， 東京 （
−48．2％）・愛知 （

− 12．1％）・京都

（
−30．2％）・大阪 （− 19．2e／e ）な どの 大都市圏を中心 に ， 収容率 の高い 県で は収容率が

大 き く減少 して い る こ とがわ か る。 逆に 収容率の 低い 地方の 県で は ， 収容率が 増加 し

て い る 。 その 結果，二 時点の それ ぞ れの 最大値 ・最小値 に か こ まれ た長方形 は横長で ，

レ ン ジは減少 （
−48．7）して い る 。 また回帰直線の 傾き も0．594で ， 1 よ り小さ くな っ て

い る。

　これ らの結果 と先に求めた収容率の 標準偏差の 変動か ら， こ の 二 時点間で 地方分散

が 進展 して きた こ とが わか る 。

　図 3 は ， 1986年 と1993年の二 時点間 に っ い て ， 図 2 と同様 に 作図した もの で ある 。

これ をみ る と ， 収容率の 高い 県の 収容率の 増加が，収容率が低 い 県 の増加幅よ り も若

干大 きい 様子が うか が え る 。 こ の結果図中の 四 角形 は縦長で ， その レ ン ジ は若干で は

あ るが 増加 （＋ 4 ．4） して い る 。 また 回帰直線の 傾 き （」．063） はお よそ 1 とな っ て い

る 。 こ れ らの 結果 と収容率の 標準偏差 の 変動か ら， この 二 時点間に お い て ， 地方分散

は停滞 も しくは若干後退 して い る こ とがわか る 。

（2） 教育格差の 是正 状況

　それで は教育格差の 是正 は ， どの よ うに進 ん で きた の で あ ろ うか 。 指標の
一

っ と し

て ， まず志願率の 標準偏差 を み て い く。 図 1 に示 した よ う に ，男子 の 志願率 の 標準偏

差は， 1976年以 降1986年 まで
一

貫 して 減少 し， その 後 は ほぼ
一

定 の 水準で 推移する
。

女子で は ，
1976年以降減少 し， 1987年か らふ た たび増加傾向に転 じて い る こ とが わか

る。
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　　　　　昭和50年代前期高等教育計画以降の地方分散政策 とそ の 見直 しを め ぐっ て

　次に 1976年 ，
1986年 ， 1993年の 3 時点に つ い て ， 県単位 で の 男女別志願率の 変動か

ら， 教育格差の 是正状況 をみ て み る （図 4〜 7）。 図 4 をみ る と男子 の志願率は ，
1976年

か ら1986年に か けて ほ とん どすべ て の 県で 減少 して い る こ とがわかる 。 そ の 際に東京

（
− 14．1％）・京都 （

− 10．5％）・大阪 （
−8．5°

／。）な ど，大都市圏を中心 と した志願率の 高

い 県で は
， 志願率の 減少幅が大 きい

。 ま た志願率の低 い地方の 県で は，減少幅が大都

市圏 と比較す る と相対的に 小さい こ とが わか る 。 こ の 結果 ，
二 時点の 最大値 ・最小値

を囲む長方形 は横長 とな り，
レ ン ジ は縮小 （

− 12．9）して い る 。 同時 に 回帰直線の 傾き

も 1 よ り小さ くな っ て い る （O．698）。

　以上の こ と と先 に求め た志願率 の標準偏差の 変動か ら ， この 二 時点間 に おい て男子

の 教育格差の 是正 は進 ん で きて い る こ とが わか る。

　次 に図 5 をみ る と1986年か ら1993年 にか けて は ， 多 くの 県が 二 時点間の 志願率の 変

動を ともなわない 斜線 （破線）上 に プ ロ ッ トされて お り，
こ の 二 時点間で 大 きな変動

が生 じて い な い こ とがわ か る 。 そ の結果二 時点間で の レ ン ジの 変動 も小さ く （−4．7），

回帰直線の 傾 き （0．920） も 1 に きわめ て 近 い 値 をと っ て い る。

　以 上の こ と と志願率の 標準偏差 の 変動か ら， こ の 二 時点間に お い て 男子の 教育格差

の 是正 は進ん で い な い とい え る 。

1976 〜 1986 ：志願 率分布図
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1986 〜 1993 ：志願率分布図
　 　 　 　 　 　 （女子 ）
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　女子 に つ いて 図 6 をみ る と， 1976年か ら1986年に か けて ， 志願率の 高い 大都市圏を

中心 と した 県で ， 志願率が減少 して い る こ とが わか る 。 また志願率の 低 い地方の 県で

は ， 志願率が増加 して きて い る 。 こ の結果，図中の 長方形は横長に な っ て お り，
レ ン

ジは縮小 （−7） して い る。 また回帰直線の 傾 き （0．688） も 1を下回 っ て い る。

　こ れ らの 結果 と先 に求め た志願率 の標準偏差の 動向か ら，
こ の 二 時点間に女子の 教

育格差の 是正が すすんで きて い る こ とがわか る 。

　 また図 7 をみ る と， 1986年か ら1993年 に か けて 志願率が全 県で 上 昇 して い る こ とが

わ か る 。 けれ ど も東京 （＋ 11．6）・京都 （＋ 11．2）な ど ， 大都市圏を 中心 と した 志願率

が 高い 県 に お い て その 上昇幅が大き く， 志願率が低 い 地方の 県で は， そ の 上昇幅が相

対的に小 さ い よ うす が うかが え る 。 この 結果 ， 図中の 長方形 は縦長にな り ，
レ ン ジ は

拡大 （＋ 5．1） した 。 ま た回帰直線の 傾 き （1．060） はお よそ 1 とな っ て い る。

　以 上 の 結果と志願率の 標準偏差の 変動か ら， こ の 二 時点間に 女子の 教育格差 は ， 停

滞 もしくは若干の 拡大傾向に転 じて い る こ とが わか る。

　以i の 結果を ま と め た もの が表 1 で あ る 。
こ こ か ら以 下の こ とが い え る 。 地方分散

は ， 1976年以降の分散政策の もとで ， 1986年 まで
一貫 して 進展 して きた 。 しか しなが

ら1986年以降 は ， 分散政策 自体の 実質的な 意味が 失われ て きて お り， 1987年以降の地

方分散 は ， 停滞 もしくは後退 して きて い る。 また教育格差は1976年以降男女 と もに是
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表 1 1976〜 1986　　　　1986〜 1993

地 方分散化 標準偏差 ・ 減少　　　　若干 増加

レ ン ジ 縮小　 　 　　若干 拡大

傾 き 1 以下 　　i　 ≒ 1

標準偏差 減少 停滞教育格差 是正

　 　男子 レ ン ジ 縮 小 若干縮小

傾き 1 以下 ≒ 1一一
　 　 女子 標準 偏差 減少 若干 増加

　　 縮 小．一 若干拡大レン ジ　 ー
傾 き 1以 下 ≒ 1

正 されて きた が ， 1980年代半ば以 降男子で は停滞 し， 女子で は停滞 も しくは格差が拡

大傾向に転 じて い る こ とが明 らか に な っ た。

4． 分散政策の 効果の 検討

　本節で は ， 以上 の 地方分散 と教育格差の 時系列 的な変動をふ まえ た うえで ，分散政

策が教育格差 の是正 に対 して ， 政策的な効果を もちえ たの か ど うか を検討す る。 分散

政策の 課題で あ る教育格差 の 是正 と は ， 具体的 に言え ば次の こ とを意味する 。 す なわ

ち大都市圏13
で 収容率を抑制す るこ とに よ り， そ の 志願率を抑制 し， 地方で 収容率を

拡大 させ る こ とに よ り，そ の 志願率を拡大 させ る とい う こ とで あ る 。 そ こ で ，大都市

圏 ・地方そ れぞ れ の 収容率 と志願率 との 共変 関係 の 有無 を 時系列的 に 検討す る こ と

が ， 本節 の 直接の 課題 とな る 。

　収容率と志願率 との 共変関係の 有無に つ い て 分析する前に ， 大都市圏 と地方の そ れ

ぞ れの 収容率 ・志願率の 時系列的変動を男女別に みて み る （図 8 ・図 9）。 大都市圏 の

収容率 は 1976年以降 1986年 まで
一貫 して 減少 し， その 後増加傾向に転 じて い る。 これ

に 対 して 地方の 収容率 は
一
貫 して 増加 して きて い る こ とが わか る。

　また 大都市圏男子 の志願率 は， 1976年以 降減少 し1987年以 降も停滞が続 く。 地方男

子で は 1976年以 降停滞が続 い て い る。 大都市圏女子 の 志願 率 は 1976年以降減少 す る

が ， 1987年か ら大幅な増加 に 転 じて い る。 また地方女子 で は 1976年か ら志願率の 停滞

が続 い た後 ， 1987年以降に大幅な上昇がみ られ る
。

　以 上 の 結果か ら三 つ の点 が 注 目さ れ る 。

一
つ は 1976年 か ら1986年 まで の 収容率の 変

動 パ ター
ン が ， 大都市圏 と地方 で 大 き く異 な る とい うこ と 。 二 っ 目は潮木他 （1982）

も指摘 して い るよ うに ， 1976年以降 1986年 まで は大都市圏 と地方で その志願率の 変動

傾向が異 な る とい うこ と。 そ して三 っ 目が 1987年以降で ， 男子 と女子の 間で その 変動

　 136

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

昭和50年代前期高等教育計画以降の 地方分散政策 とそ の 見直 しをめ ぐっ て ．

［亟容率の 時系列的変動

80

60

40

20

r’ 一
 

　　　　　　　　 
・  開 量 一 宀

O
　 I97匪　　1973　　1975　　1977　　峯979　　1981　　19B3　　19呂5　　1987　　1989　　1991　 1993
　 　 19ア2　1974　1976　19フ8　1980 　1982　198ぐ　1936　1988　1990　1992

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 牢

砂 ◆緲 ◇ 村 一 榊 ◇”

　 　 L 」＿＿L ＿L＿L＿＿L＿⊥＿＿1＿−L−．＿」＿」＿＿L＿⊥＿」＿＿L＿⊥＿＿L＿⊥一」 L＿⊥

畳 大都市圏

◇ 地方

鴎

志願率の 時系列的変動
80

60

40

20

i■ 大 都市圏男子

◇ 地 方男子

▲ 大都市圏女子

● 地 方女 子

　 　 0　− 4 」 一 Li 　　　　　　　　　 L −一 一 L 」 −」一 一⊥− L− ・．J…」一一
　 　 　 聖971　1973　1975　1977　 1979　1981　 1983　1985　19B7　1989　1991　1993
　 　 　 1972　1914　1976　19ア9　1980　1982　1984　1996　1988　↑99Q　i992
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 年

翩

傾 向が大 きく異 な る こ とで ある 。

　以上 の 基礎的な分析 をふ まえ て ， 収容率と志願率 との 間 に共変関係が ある の か ど う

か を分析す る。 しか し実際に ， 両者の 間に 共変関係が あ るか ど うか は，家計所得や教

育費用な どの 経済的な 要因を コ ン ト ロ
ー

ル した 上で 明 らか に され な けれ ば な らない 。

そ こ で ， こ こ で は志願率の 変動を規定す る要因 と して 以下 4 っ の 変数を用 い た 。

一
つ

目の 変数 は家計所得を表す変数で あ る 。 こ の 変数に は全国の 勤労者世帯 （45−49歳層）

の 可処分所得を消費者物価指数 に よ っ て 実質化 した 値を用い る
〔le

。 二 つ 目は教育費用
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表 2 inoomejyugyosyuyokoyokinR2 D．W．

大都市圏

　男子

O．1109 富 零

（5，543）

一〇．0286躍

（−2．381）

O．2122累

（2．684＞

一1．3586

（−1．615＞

0．9341 ，545

大都市圏

　女子

0，0363
窯

（2．411）

0．0182

（2．020）

0，3069 竃 竃

（5．161）

2，5951綿

〔4．104）

0，9081 ．155

地方 男子 0．0616 峯

（2287）

一〇．0136

（−2．074＞

1．1170竃

（2．595）

一2．9352室

（−2811）

0，8330 ．762

地方女 子 0．0274
准

（2217 ）

一
〇、0080

嵩

（−2，68D0

，6949
舘

〔3．523＞

1．1267掌

（2，354）

0，9550 ．667

（注）
’ 11

％有意
x5

％有意

　　 inoome　 実 質可 処 分所得 （1 年 ラ グ、単位千 円 ）

　　 jyugyo　　実 質私立 大学授業料 （1 年ラグ、単位千 円 ）

　　 syuyo 　　 収 容率

　　 　　 　 　　（上 二 段は大都市圏の収容率 ・
下 二 段は地方の 収容率）

　　 koyokin ： 雇用機会 均等 法 ダ ミ
ー

　　 R
−
　　　 ： 決 定係数

　　 D．W，　　 ； ダービ ン・ワトソン比

を代表す る変数 と して の 私立大学授業料で あ る
（IS

。 こ の 値 も家計所得変数 と同様に消

費者物価指数 に よ っ て 実質化 した。
三 つ 目は大都市圏 ・地方 そ れ ぞれ の 収容率 で あ

る。 最後に 1987年以降の 男女の 志願率 に異な る影響を及ぼ した と考え られ る変数と し

て ， 1986年の 男女雇用機会均等法の 影響を想定 した ダ ミー変数を加え たoen
。 以上の 四

変数に よ る重回帰分析か ら以下 の よ うな結果が得 られ たan （表 2）。

　表 2 か らわ か るよ うに ，大都市圏女子の 私立 大学授業料以 外は ， す べ て 予想 され る

偏回帰係数の 符号 と合致 して い る。
そ して 収容率 は大都市圏男子 ・大都市圏女子 ・ 地

方男子 ・地方女子の す べ て で ， 経済的な変数を コ ン ト ロ
ー

ル した後で も，5％ 水準で 有

意で あ る こ とが わか っ た 。 また収容率に つ い て の 偏回帰係数の 大きさ は地方男子 〉地

方女子 〉大都市圏女子 〉 大都市圏男子の 順 とな っ て い る 。 こ の こ とは地 方で の 収容率

の 増加 は大都市圏の 収容率 の 増加 よ り も， そ の 志願率の 増加に 相対的に 強い 影響力を

与 えて い る こ とを意味す る 。 また以上の こ とか ら， 地方に お い て は収容率の 増加が女

子よ りも男子 の 志願率に大 き く影響 し， 逆に 大都市圏で は収容率の 変動 が ， 若干で は

あ るが男子 よ りも女子の 志願率 に 強 く影響 して い る こ とが わか る。

　以上の 時系列的なデ ータ を用い た重回帰分析か ら得 られ た結果 と， 1976年以降の 大

都市圏 ・地方の 収容率 ・男女別志願率の 変動 とを考 えあ わせ る と ， 以下の よ うに まと

め られ る 。 1976年か ら1986年 に か けて 大都市圏で 収容率は大幅 に減少 し， こ の こ との

影響を受 け，志願率 は男女 と もに大き く減少 した 。

一
方，地方で は この 間に 収容率 は

一貫 して 増加 し，家計所得が伸 び悩み ， 私立大学授業料が 大幅に 上昇 した こ れ らの期
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間に おい て も，志願率は男女と もに減少せず， ほぼ
一

定の 値を保持して い る。
こ の 結

果 1976年 か ら1986年に か けて ， 地方分散は順調 に進み ， 大都市圏と地方で の教育格差

は縮小 した 。 しか し1986年以 降 ， 分散政策が そ の 実質的な意味を失 っ て きて お り ， 結

果と して こ の 期間に お い て大都市圏で の 収容率は再び増加傾向に転 じた 。 地方で も収

容率は増加 したが，地方分散 は急速に 停滞 し， む しろ再び格差が拡大す る傾向に ある 。

こ の よ うな状況の もとで ， 男子 の 志願率は大都市圏 と地方で と もに 停滞 し， 女子 で は

と もに増加す る こ と に な っ た 。 この 結果教育格差の 是正 は， 1987年以降男子 で は停滞

し， 女子で は停滞も しくは若干拡大 して い る 。

5． 分散政策の 見直 しを め ぐっ て

　以上 ， 1976年 か ら1993年まで の お よそ 20年間 に わた る分散政策の もと で の 地方分散

と教育格差 の 是正状況 に っ い て 見て きた 。
1976年か ら1986年 に か けて は ， 分散政策の

も とで ， 地方分散 や教育格差の 是正 が進んで きたが ，
1986年以降 は分散政策 そ の もの

が実質的な意味を失 っ て きて お り， 結果 と して 地方分散 や教育格差の 是正 は停滞， も

し くは後退 しっ っ あ るこ とが明 らか に な っ た。
こ れ らの 結果か ら， 大都市圏に お ける

収容者数の 抑制の 見直 しな ど，分散政策の 見直 し， 撤廃が な され る とす る と，今後再

び，収容率 の 地 域間格差が 広 が り，教育格差が拡大するな どの 事態 が予想 され る
 

。

　ただ し，今回の 分析で は ， 国公私な どの 大学の 設置形態 に よ る ， 分散政策の 教育格

差是正 へ の 効果の 違 いや ， 地方の 県間 （大都市圏周辺 の 県と大都市圏か ら離れ た県）

で の こ れ らの 効果の 違い などに つ い て の 検討が な され て い な い
。 そ こ で これ らの 点に

っ い て も実証的な分析 を行 い
， 分散政策の 見直 し議論が今後 よ り

一
層 ふか め られ るこ

とが望 まれ る 。

〈注〉

（1） 本稿 で は大学進学機会の 地域間格差 と述 べ る場合 ， 大学志願 （進学）率の 地域間

　格差を指す こ ととする。 大学収容率な どの 地域間格差 とは 区別す る 。

（2） 地方分散政策 とい うこ とばは新聞紙上な ど，

一
般 的に よ く用 い られて い るが，一

　連の 高等教育計画に おい て は明示的に地方分散政策 とい う言葉 は用 い られ て はい な

　い
。

こ れ に 該当す る言葉 と して は 「地域配 置計画」 （高等教育懇談会 （1976））な ど

　が用い られ て い る 。 ま た地方分散政策 （地域配置計画） は短 大 ， 専修学校な どの 他

　の 高等教育機関 も含め た政策で あ るが ， 本稿で はそ の うちの 大学 に焦点を しぼ っ て

　分析を行 う。
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（3＞ 本稿で は大学収容率は三 年前の 中学卒業生数に対す る大学収容人数 とす る。 文部

　省 『学校基本調査報告書」各年度版。

（4＞ 本稿で は大学志願率 は三 年前の 中学卒業生数に対す る現役大学志願者数 とする。

　 こ の 場合
一

人の もの が複数校に志願 した場合 も志願者数 は
一

人 と して 計算 され る。

　 文部省 『学校基本調査報告書』各年度版 。

（5｝ こ れ らの 研究は学校基本調査や 国勢調査 な どの 既存統計資料を用い て 行 われ て い

　 る。

（6） 山本 （1979）， 天野他 （1983）， 天野他 （1988）， 田中 （1989）， 浦田 （1989）。 また

　友田 （1970） の分析 も相関係数が高い と述 べ る に とどま っ て い る
。

（7） 前者は各県の 志願 （進学）率の 格差 （相対的な位置）を各県 の 社会 ・経済的な格

　差 （相対的な位置）か ら説明 しよ う とする もの で あ る。 後者は 当該県の 志願率 の変

　動 を そ の 県の 社会経済的な 変数の 時系列的な変動か ら説 明 しよ うとす る もの で あ

　 る Q

（8＞ 矢野の 研究 も収容率を その まま分析に取 り込 ん だ訳で は な く，現役合格率をそ の

　教育機会の 供給量 （収容率）の 増減を表す指標と して用 い て い るに と どま る 。

（9） こ こ で は 変動係数 を用 い な い で 標準偏差 を用い る 。 平均値が上が る とと もに その

　分布の 散 らば りが大 き くな る性質を考慮 して ， 変動係数 は標準偏差を平均値で わ っ

　て求め られ る。 しか しなが らこ こで 注 目が な されて い るの は ， 実態 と して の 収容率

　の 地域間格差の 大きさ で あるの で ， 平均が 100％の 時の 標準偏差 （地域間格差の 大 き

　さ） 10と平均が 50％の 時の 標準偏差 10の 間 に違 い が ある とす る立場は と らな い
。

（le） 最大値か ら最小値を引い た値。 分布の 様子を表す指標の
一

っ 。 こ こ で は レ ン ジが

　増加す れ ば地域間格差 は 拡大 ，
レ ン ジが 減少す れ ば地域間格差 は減少 した と考 え

　 る。

  　こ の 回帰直線 は前の 時点 の各県の 収容率を独立変数 と し，後 の 時点の 収容率を従

　属変数 と して求 めた もの で ある 。 図中に こ の 回帰直線の 式 と決定係数の 値を示 して

　 お い た 。

（IZ　もし くは も と もと収容率の 低か っ た県の 収容率が 増加 し， も と も と収容率の 高

　か っ た県の 収容率が減少 した こ とを表す 。

｛嫐　こ こ で は東京都 ・愛知県
・京都府 ・大阪府を大都市圏 と し， そ れ以外 の す べ て の

　県を地方 と して
一
括 した 。

こ の 分類は 1976年以降の 分散政策の もとで 首都圏 ， 近畿

　圏 の 工 業等制限 区域や その 他の 政令指定都市で 収容者数 の抑制が な され た こ と。 そ

　し て 実際に 収容率の 時系列的 な変動をみ た場合に ， 以上 の 三 大都市圏 の 収容率の 変
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　　　　　昭和50年代前期高等教育計画以 降の地方分散政策 とそ の見直 しをめ ぐっ て

　動は ， そ の 他の 県の 収容率の 変動 と大 きく異な り，
1976年以降大幅な減少を しめ し

　て い る こ との二 点に基づ い て 行 っ た 。

側　総務庁統計局 『家計調査年報』各年度版。 総務庁統計局 『消費者物価指数年報』

　各年度版 。 家計の 所得 に関 して は厳密 に は こ こ で 用い た カ テ ゴ リ
ー

（大都市圏 ・地

　方）に 該当する地域 ごとの デ ー タを用い る べ きで あ るが ， その よ うなデ ー タが存在

　 しない ため ，
こ こで は以上の 値を用 い る こ ととす る。

（15｝ 『教育年鑑」各年度版

（1 　雇用機会均等 ダ ミーを入れず に，家計所得 ・私立大学授業料 ・収容率 の 三 変数で

　計算 し， 得 られ た 回帰式に よ る推定値と実測値の 残差を分析 した
。 その 結果 1987年

　以降で そ の残差が大 き くな っ て い る こ とがわか っ た 。 そ こ で 雇用機会均等 ダ ミーを

　変数 に入れて 分析す ると， ダー ビ ン ワ ト ソ ン 比 も決定係数 もか な り改善す るが ， そ

　れ で も地方で は ダー ビ ン ワ トソ ン 比 は十分な結果が得 られ な い
。 そ こで さ らに 女子

　の 高卒年間賃金を 100と した場合の 大卒の 学歴間賃金格差指数 （2G− 24歳）を ， 雇用

　機会均等 ダ ミーの 代わ りに 用 い る と， ダー ビ ン ワ ト ソ ン 比 は地方で も大 きく改善 し

　た。 しか しな が らこ こ で の 分析の 中心が収容率の 影響の 有無で あ る こ と。 また女子

　の 学歴間賃金格差指数が ， 男子 の志願率に 影響する因果的な経路が 明確で な い こ と

　の 二 点に よ り， 雇用機会均等 ダ ミーを用い るに とどめた
。

こ こ で 男子に も雇用機会

　均等ダ ミーを用 い たの は ， 女子 の 急速 な志願者の 増加に よ る大学進学の 困難化 を想

　定 した ためで あ る。 1987年以 降の 志願率の 変動を説明す る適 切な指標を求め る作業

　は今後の 課題 とす る。

（IT 分析対象期間は 1971年か ら1993年の 23年間で ある 。

  　また本稿で は直接取 り上げ る こ とは しな か っ たが ， 大学進学に と もな う地域闇移

　動 と分散政策 との 関係 をあ つ か っ た先行研究 も数多 くあ り， これ らの 研究に よ っ

　て ，大都市圏 へ の 若年者流入 の 抑制 ， 地元 へ の 定着化 に関 して も分散政策の 効果が

　明 らか に され て い る 。 天野他 （1983）， 潮木 （1984），牟田 （1986，1988．1994）， 天野

　他 （1988）， 田 中 （1989）， 浦田 （1989）， 秋永 ・島 （1995） 参照。
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